
自殺した人
（事例）

生存者
（対照）

本人の生活の様子や健康状態
 を調べ、比較する。

同じ市区または都

 道府県

平成19年度から実施されている「自殺予防と遺族支援のための基礎調査」において、症例対照研究として、

 
遺族から得られた自殺死亡例の情報と比較し、自殺の危険因子を明らかにする。事例群と対照群では、性

 
別、年齢層を一致させる。また事例群1人に対し、対照群2人以上を調査する（努力目標）。

同居家族に調査 同居家族に調査

症例対照研究

川上憲人（東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野）による



メディカルモデルとコミュニティモデル

メディカルモデル：自殺の危険性の高い人に個人的
に働きかけ、自殺の背景に存在する精神疾患を治
療する

コミュニティモデル：問題解決能力を高める（広く一
般を対象としたものから対象を絞ったもの、社会全
体を対象とするものから問題をかかえる個人を対象
とするもの）

• 集団全体、自殺のリスクの高い集団、自殺のリスク
 の高い個人、という区分もある（米国自殺予防戦略）



自殺総合対策大綱の概要

対策としての
介入ポイント



大綱の重点施策別の
都道府県・指定都市における事業数



自殺の実態を明らかにする

○自殺予防週間の設定と啓発事業の実施
○児童生徒の自殺予防に資する教育の実施
○うつ病についての普及啓発の推進

国民一人ひとりの気付きと見守りを促す ○かかりつけ医師等のうつ病等の精神疾患の診断・治療技術

 
の向上
○教職員に対する普及啓発等の実施
○地域保健スタッフや産業保健スタッフの資質の向上
○介護支援専門員等に対する研修の実施

 

等

早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する

心の健康づくりを進める

適切な精神科医療を受けられるようにする

社会的な取組で自殺を防ぐ

自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ

遺された人の苦痛を和らげる民間団体との連携を強化する

例えば…

■「自殺予防週間の設定と啓発事業の実施」効果についてのエビデンス
一般住民を対象とした自殺やうつ病に関する啓発活動の網羅的なレビュー（Dumesnil H et al. Psychiatric Services 2009）から、8カ国

 
の15プログラムに関する43報告が確認された。うつ病や自殺に関する知識や態度に僅かに影響を認めるものの、持続的な効

 
果については不明であり、自殺行動の減少や援助希求行動に与える影響は殆ど報告されていない。

啓発活動を行う際には、行動変容につながるプロモーションを意識した内容とし、その効果に関して検証を行なうことが極めて

 
重要となる。

また、より効果的な行動変容につながるプロモーションモデルと、効果の検証に有用な指標の作成等研究開発を継続する必要

 
がある。

■「かかりつけ医師等のうつ病等の精神疾患の診断・治療技術の向上」効果についてのエビデンス

1983年代にスウェーデンで、地域の一般診療科医のうつ病に対する知識の向上を目指した教育プログラムが行われ、実施前のその地域

 
の自殺死亡率と比較してその後の自殺死亡率が減少したと報告された（Rutz W et al. Acta Psychiatr Scand 1992）。その後の研究では、自殺率に

 
変化を認めないとする研究も報告されており（Henriksson S et al. Acta Psychiatry Scand 2006、Hegerl U et al. Psychol Med 2006、Thompson C et al. Lancet 

2001、Nutting PA et al. Ann Fam Med 2005、Szanto K et al. Arch Gen Psychiatry 2007）、結果は一致していない。

なお、講義や講演会の開催のみで効果があるとするエビデンスはなく、ロールプレイ他の相互的な教育プログラムや行動変容のモニタリン

 
グが同時に組み込まれることが必要とされている。更には、一般市民に対する啓発、精神科との連携、相談可能な精神科の充実など制度

 
の見直しが必須であることが既に言われている。

かかりつけ医師へのうつ病等の精神疾患の教育の実施においては、まず、効果的で、わが国の実情に合い実施可能な教育プログラムや

 
制度モデルの研究開発が必須である。





大綱を科学する
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